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年度は1,732件，うち支給決定件数は506件で過去最多と
なった3）。このような背景を踏まえ，メンタルヘルス不
調の未然防止の段階である一次予防の強化を主たる目的
とし，平成27年12月に従業員50人以上の事業場でストレ
スチェックの実施が義務化された2）。この法改正以降，
厚生労働省やいくつかの地域の労働局からはストレス
チェックの実施状況について，50人以上の事業場におけ
はじめに
　近年，仕事や職業生活に関して強い不安，悩み又はス
トレスを感じている労働者が 5 割を超える状況にある
中，平成18年に「労働者の心の健康の保持増進のための
指針」1）が公表され，職場におけるメンタルヘルスケア
が促進されてきた2）。しかし平成18年以降も，精神障害
に関する事案の労災請求件数は増加傾向にあり，平成29
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和文要旨
　平成27年に50人以上の事業場でストレスチェックが義務化された。また政府主導で進められている働
き方改革の柱の 1 つは過重労働対策である。本研究では富山県内事業場の①ストレスチェック実施状
況，②メンタルヘルス不調者の発生状況，③長時間労働の実態を明らかにし，さらに②と③の関連性を
検討することを目的とした。県内の1,338事業場を対象とした記名式アンケート調査の回答結果を規模
および業種別に集計して比較検討し，さらに多変量解析により上記の関連を検討した。解析の対象は
350社（回収率26.2%）となった。ストレスチェック，集団分析の実施率は高かったが，高ストレス者の
医師面接希望は低調であった。過去 3 年間に44%の事業場で不調者が発生していた。約 2 割の事業場で
時間外・休日労働時間が月100時間または 2 ～ 6 ヵ月平均で80時間を超える労働者がおり，これらの事
業場では不調者の発生が有意に多かった。
英文抄録
　Amendments to Japan’s Industrial Safety and Health Act in 2015 require employers to offer an 
annual stress check in workplaces of 50 or more employees. In this research, we clarified the current 
status of stress check implementation, employee mental disorder, and long working hours at workplaces 
in Toyama prefecture, Japan. We conducted a questionnaire survey at 1,338 workplaces and analyzed 
the results by number of employees and industry type. Associations identified between the 
abovementioned factors were examined by multivariate analysis. In total, responses from 350 
workplaces were analyzed (response rate 26.2%). The implementation rate was high for workplace 
stress checks and group analysis required by the Act, but few high-risk workers requested a physician’s 
interview. Also, few workplaces reported effects of the physician’s interview and work environment 
improvements on employee mental health. Overall, 44% of companies reported having employees with 
mental disorder in the past 3 years. In 22% of companies that had employees whose overtime exceeded 
100 hours per month or 80 hours on average over 2 to 6 months, multivariate analysis revealed a 
significantly higher occurrence of mental disorder.
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３ ．解析方法
　集計は，従業員数により規模別（Ⅰ群： 1 から49人，
Ⅱ群：50から99人，Ⅲ群：100人以上）および業種別（製
造業，保健衛生業，商業，建設業，その他の業種）に行
い比較検討した。IBM SPSS Statistics 20を用いてχ2検
定およびロジスティック回帰分析を行い，有意水準は
5 %および 1 %未満とした。
４ ．倫理的配慮
　本研究は，富山大学倫理審査委員会の承認を得て実施
された（臨29-74）。
結　果
１ ．回答事業場の属性
　本調査では350社から回答を得た（回収率26.2%）。回
答事業場の属性を表 1 ，表 2 に示す。規模別では，Ⅰ群
が134社（38.3%），Ⅱ 群 が124社（35.4%），Ⅲ 群 が92社
（26.3%）であった。業種別では製造業が132社（37.7%），
保健衛生業（病院，社会福祉施設等）が54社（15.4%），
商業（卸業，小売業等）が42社（12.0%），建設業が41社
（11.7%），その他の業種（運送業やサービス業等）が81
社（23.1%）であった。
２ ．ストレスチェックの実施状況
　表 1 ，表 2 にストレスチェックの実施状況を示す。ス
トレスチェックを実施していたのは全体の59.4%で，法
令で実施が義務付けられている50人以上の事業場（Ⅱ
群・Ⅲ群）でみると88.4%であった。業種別では，全体
でみた場合は保健衛生業（77.8%）が最も多く，50人以
上の事業場でみた場合は最も多いのは製造業（96.5%），
最も低いのは商業（63.2%）であった。
　ストレスチェックを実施した事業場における高ストレ
ス者の割合は，全従業員数に対して 5 %未満であった事
業場が48.6%と最も多く，規模別ではⅠ群に比べてⅡ
群・Ⅲ群が，業種別では商業と建設業で高ストレス者の
割合が高い傾向があった。高ストレス者がいた事業場の
うち，医師面接希望の割合は 5 %未満であった事業場が
81.1%と大半を占め，すべての規模・業種で 5 %未満と
の回答が最も多かった。
　集団分析を実施した事業場は全体の74.5%であり，規
模が大きくなるに従い増加し，業種では建設業（80.0%）
で最も多かった。集団分析を行った事業場のうち職場環
境改善を行ったまたは行う予定とした事業場は41.3%あ
り，Ⅰ群がⅡ群・Ⅲ群に比べて多く，業種では建設業
（62.5%）が最も多かった。
　事業場における過去 3 年間のメンタルヘルス不調者発
生の有無とストレスチェックの実施状況について表 3 に
示す。全体でみた場合，過去 3 年間にメンタルヘルス不
調者が発生した事業場では発生していない事業場よりも
る実施率が高いこと（91.5～95.7%）4），5），医師面接をう
ける従業員が少ないこと（従業員の0.76%6），あるいは
高ストレス者の2.3%7） ，集団分析が半数以上（56.7～
78.3%）4），5），7）の事業場で実施されていることが報告され
ている。しかし富山県内の事業場を対象としたストレス
チェックの実施状況，メンタルヘルス不調者の発生状況
の調査はこの法改正以降行われていない。
　またメンタルヘルスと長時間労働の関連性について，
藤野らの17編の文献レビュー8）によれば，労働時間が増
加すると精神的負担が増加するという正の関連性を示し
たものが 7 編，負の関連性を示したものが 1 編，関連性
を示さなかったものが 9 編と，結果の一致をみなかっ
た。一方，島の文献レビュー9）によると，睡眠時間とメ
ンタルヘルスには密接な関係があり，長時間労働に伴う
睡眠時間の減少はメンタルヘルス不調者の発生頻度を高
めると報告されている。日本では週60時間以上就労して
いる雇用者の割合は男性15.0%，女性5.8%と国際的にみ
ても長時間労働者の比率が高く10），過重労働対策は平成
29年に策定された「働き方改革実行計画」11）の主な柱の
1 つとなっている。しかし，県内事業場を対象とした長
時間労働の実態調査は平成20年度以降行われていな
い12）。
　以上より，本研究では富山県内の事業場における①ス
トレスチェックの実施状況，②メンタルヘルス不調者の
発生状況，③長時間労働の実態を明らかにし，さらに③
が②へ及ぼす影響について検討することを目的とした。
対象と方法
１ ．調査対象
　本研究では，「富山県下の事業場における産業保健の
現状と課題に関する調査研究」13）において調査対象と
なった県内事業場1,338社（富山産業保健総合支援セン
ターが情報を保有する事業場）を対象とした。対象事業
場の平成29年10月 1 日現在の状況について，平成29年11
月～12月に得られた郵送によるアンケート調査票（記名
式）への回答情報を利用した。
２ ．調査内容
　本研究では，著者らが議論を行い独自に作成した調査
票を用いた。各質問について，信頼性・妥当性は検証さ
れていない。ストレスチェックについては実施状況，高
ストレス者の割合，高ストレス者の医師面接希望の割
合，集団分析の実施の有無，集団分析に基づく職場環境
改善の実施の有無について回答を求めた。長時間労働に
ついては時間外・休日労働時間が月45時間超え，および
月100時間または 2 ～ 6 か月平均で80時間超えに該当す
る従業員の有無，および過去 3 年間のメンタルヘルス不
調者発生の有無について回答を求めた。
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に示す。過去 3 年間のうちにメンタルヘルス不調者が 1
人以上発生したと回答した事業場は全体の44.0%であり，
事業場の規模が大きくなるに従い増加した。業種別では
保健衛生業が55.6%と割合が最も多かったが，χ2検定で
は有意差なし（p＝0.24）となった。
４ ．時間外・休日労働時間
　時間外・休日労働時間について表 1 ，表 2 に示す。 1
か月あたりの時間外・休日労働時間が45～100時間の労
働者がいた事業場は規模別ではⅠ群で35.8％と最も多
く，業種別では製造業（39.4%）と商業（35.7%）で多く，
保健衛生業（5.6%）が最も少なかった。時間外・休日労
働時間が月100時間または 2 ～ 6 か月平均で80時間を超
える労働者がいると回答した事業場は全体の22.0%であ
り，規模が大きくなるに従い増加した。業種別では建設
業（41.5%）が最も多く，最も少ないのは保健衛生業
（3.7%）であった。
ストレスチェック，集団分析，職場環境改善を実施した
事業場が有意に多かった（いずれもp<0.001）。50人以上
の事業場でみた場合は，メンタルヘルス不調者が発生し
た事業場でストレスチェック（p<0.001）および職場環
境改善（p=0.002）を実施した事業場が有意に多かった。
　事業場がストレスチェックを実施して感じた効果を表
4 に示す。ストレスチェックを実施した事業場では，従
業員のストレスやメンタルヘルスに関する理解が向上し
た（40.9%），従業員の自己管理意識が向上した（33.2%）
などの効果を比較的高く評価している一方，高ストレス
者 に 対 して 実 情 を 考 慮 した 対 応 をとることができた
（8.2%），集団分析結果に基づき職場環境の改善ができ
た（8.2%）と回答した事業場は少なかった。また特に効
果を感じないとした事業場が30.3%あった。
３ ．メンタルヘルス不調者の発生状況
　メンタルヘルス不調者の発生状況について表 1 ，表 2
表 １ ． 回答事業場の属性，ストレスチェックの実施状況，メンタルヘルス不調者の発生状況および時間外・休日労
働時間（規模別）
規模
Ⅰ群： 1 -49人 Ⅱ群：50-99人 Ⅲ群：100人以上
（n=134） （n=124） （n=92） p*
n（%） n（%） n（%）
業種（n=350） 0.002
　製造業 46（34.3）  45（36.3）  41（44.6）
　保健衛生業  9（6.7）  27（21.8）  18（19.6）
　商業 23（17.2）  11（8.9） 　8（8.7）
　建設業 21（15.7）  16（12.9） 　4（4.3）
　その他の業種 35（26.1）  25（20.2）  21（22.8）
ストレスチェックの実施（n=350） 17（12.7） 105（84.7）  86（93.5） <0.001
高ストレス者の割合（n=208） 0.14
　 5 %未満 14（82.4）  49（46.7）  38（44.2）
　 5 ～10%  1（5.9）  24（22.9）  14（16.3）
　11～20%  0（0.0）  16（15.2）  16（18.6）
　21%≧  0（0.0） 　3（2.9） 　2（2.3）
　不明  2（11.8）  13（12.4）  16（18.6）
高ストレス者のうち医師面接希望の割合（n=143） 0.61
　 5 %未満  6（85.7）  63（84.0）  47（77.0）
　 5 ～10%  0（0.0） 　1（1.3） 　3（4.9）
　11～20%  0（0.0） 　2（2.7） 　0（0.0）
　21%≧  1（14.3） 　6（8.0） 　5（8.2）
　不明  0（0.0） 　3（4.0） 　6（9.8）
集団分析の実施（n=208） 11（64.7）  73（69.5）  71（82.6） 0.11
職場環境改善の実施（n=155）  6（54.5）  30（41.1）  28（39.4） 0.37
時間外・休日労働時間（n=350） <0.001
　45時間未満 67（50.0）  66（53.2）  32（34.8）
　45～100時間 48（35.8）  28（22.6）  28（30.4）
　100時間/月超または
　 2 ～ 6 か月平均80時間超 15（11.2）  29（23.4）  32（34.8）
　不明  4（3.0） 　1（0.8） 　0（0.0）
メンタルヘルス不調者の発生**　
（n=350） 32（23.9）  62（50.0）  60（65.2） <0.001
*　χ2検定
**　過去 3 年間における発生
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表 ２ ． 回答事業場の属性，ストレスチェックの実施状況，メンタルヘルス不調者の発生状況，および時間外・休日労働時間（業
種別）
業種
製造業 保健衛生業 商業 建設業 その他の業種
（n=132） （n=54） （n=42） （n=41） （n=81） p*
n（%） n（%） n（%） n（%） n（%）
規模（n=350） 0.002
　Ⅰ群： 1 ─49人 46（34.8）  9（16.7） 23（54.8） 21（51.2） 35（43.2）
　Ⅱ群：50─99人 45（34.1） 27（50.0） 11（26.2） 16（39.0） 25（30.9）
　Ⅲ群：100人以上 41（31.1） 18（33.3）  8（19.0）  4（9.8） 21（25.9）
ストレスチェックの実施
　全体（n=350） 88（66.7） 42（77.8） 16（38.1） 20（48.8） 42（51.9） <0.001
　50人以上の事業場（n=216） 83（96.5） 40（88.9） 12（63.2） 18（90.0） 38（82.6） <0.001
高ストレス者の割合（n=208） 0.33
　 5 %未満 42（47.7） 23（54.8）  6（37.5）  6（30.0） 24（57.1）
　 5 ～10% 14（15.9）  7（16.7）  5（31.3）  7（35.0）  6（14.3）
　11～20% 12（13.6）  5（11.9）  5（31.3）  4（20.0）  6（14.3）
　21%≧  2（2.3）  2（4.8）  0（0.0）  0（0.0）  1（2.4）
　不明 18（20.5）  5（11.9）  0（0.0）  3（15.0）  5（11.9）
高ストレス者のうち医師面接希望の割合（n=143） 0.59
　 5 %未満 51（83.6） 23（76.7）  8（72.7） 12（80.0） 22（84.6）
　 5 ～10%  2（3.3）  1（3.3）  1（9.1）  0（0.0）  0（0.0）
　11～20%  0（0.0）  0（0.0）  0（0.0）  1（6.7）  1（3.8）
　21%≧  3（4.9）  3（10.0）  2（18.2）  2（13.3）  2（7.7）
　不明  5（8.2）  3（10.0）  0（0.0）  0（0.0）  1（3.8）
集団分析の実施（n=208） 68（77.3） 31（73.8） 11（68.8） 16（80.0） 29（69.0） 0.051
職場環境改善の実施（n=155） 22（32.4） 13（41.9）  5（45.5） 10（62.5） 14（48.3） 0.33
時間外・休日労働時間（n=350） <0.001
　45時間未満 42（31.8） 49（90.7） 21（50.0） 11（26.8） 42（51.9）
　45～100時間 52（39.4）  3（5.6） 15（35.7） 12（29.3） 23（28.4）
　100時間/月超または
　 2 ～ 6 か月平均80時間超 37（28.0）  2（3.7）  6（14.3） 17（41.5） 14（17.3）
　不明  1（0.8）  0（0.0）  0（0.0）  1（2.4）  2（2.5）
メンタルヘルス不調者の発生** （n=350） 60（45.5） 30（55.6） 14（33.3） 17（41.5） 33（40.7） 0.24
*　χ2検定
**　過去 3 年間における発生
表 ３ ．メンタルヘルス不調者発生の有無とストレスチェックの実施状況
全体（n=350） 50人以上の事業場（n=216）
メンタルヘルス不調者* p** メンタルヘルス不調者* p**
いる いない 不明 いる いない 不明
ストレスチェック <0.001 <0.001
　実施した 116（75.3）  92（47.2） 0（0.0） 114（93.4） 77（82.8） 0（0.0）
　実施していない  38（24.7） 103（52.8） 0（0.0） 　8（6.6） 16（17.2） 0（0.0）
　不明 　0（0.0） 　0（0.0） 1（100.0） 　0（0.0）  0（0.0） 1（100.0）
集団分析 <0.001 0.076
　実施した  91（59.1）  64（32.8） 0（0.0）  89（73.0） 55（59.1） 0（0.0）
　実施していない  63（40.9） 128（65.6） 1（100.0）  33（27.0） 36（38.7） 1（100.0）
　不明 　0（0.0） 　3（1.5） 0（0.0） 　0（0.0）  2（2.2） 0（0.0）
職場環境改善 <0.001 0.002
　実施した  46（29.9）  18（9.2） 0（0.0）  46（37.7） 12（12.9） 0（0.0）
　実施していない 106（68.8） 173（88.7） 1（100.0）  74（60.7） 77（82.8） 1（100.0）
　不明 　2（1.3） 　4（2.1） 0（0.0） 　2（1.6）  4（4.3） 0（0.0）
*　過去 3 年間における発生
**　χ2検定
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務であるにもかかわらずストレスチェックを実施した意
識の高い事業場にある程度しぼられたことが影響してい
ると考えられた。集団分析を実施した事業場のうち 6 割
が職場環境改善を実施していなかったが，この中には集
団分析の結果から職場環境改善は不要と判断した場合や
職場環境改善の実施方法がわからなかった場合が含まれ
ると考えられる。また，過去 3 年間にメンタルヘルス不
調者が発生した事業場ではそうでない事業場よりもスト
レスチェック制度の活用度が有意に高く，従業員のメン
タルヘルスケアに積極的に取り組んでいることが伺え
た。この結果はこれらの事業場ではストレスチェックの
メンタルヘルス不調者発生防止に対する効果への期待が
高いとも解釈できる。一方，事業場がストレスチェック
を実施して実際に感じた効果としては従業員のメンタル
ヘルスへの理解やセルフケアに対する意識の向上が比較
的多かったものの，高ストレス者への適切な対応（≒医
師面接）および職場環境改善の効果を感じている事業場
は 少 な か っ た。Kawakami and Tsutsumiの 文 献 レ
ビュー15）によると，医師面接のストレス軽減効果の科学
的根拠は明確ではなく，職場環境改善は従業員参加型の
場合にストレス軽減に一定の科学的根拠がある16）。また
ストレスチェックを受けたことのある労働者のその有用
性に対する評価を調べた研究17）では，医師面接および職
場環境改善への評価が高かった。医師面接については科
学的根拠が明確ではないものの自分の医学的状態を確認
できたり助言をもらったりすることで労働者が有用と感
じた可能性があると著者らは推測している17）。本研究で
医師面接および職場環境改善に対する効果を感じる事業
場が少なかった理由として，医師面接希望者が非常に少
なかったこと，また職場環境改善を実施後まだ間もない
ことや対策が的を射たものでなかったことなどが要因と
５ ．長時間労働がメンタルヘルスに及ぼす影響
　表 5 に，時間外・休日労働時間の違いによる事業場で
のメンタルヘルス不調者発生リスクのオッズ比と95%信
頼区間を示す。時間外・休日労働時間が月45時間以内の
従業員のみである事業場を基準としたとき，時間外・休
日労働時間が月45～100時間の従業員がいた事業場の
オッズ比は1.14（95%信頼区間　0.69-1.88，以下同じ），
月100時間または 2 ～ 6 ヵ月平均で80時間を超える労働
者がいた事業場ではオッズ比は2.62（1.50-4.59）であっ
た（p<0.01 for trend）。事業場の規模，業種で補正した
とき，オッズ比はそれぞれ，1.39（0.78-2.48），2.35（1.22-
4.52）となった（p=0.011 for trend）。
考　察
　平成28年経済センサス活動調査14）によれば，富山県内
の全産業事業所数は51,986社（個人経営21,393社，法人
30,239社，法人でない団体354社）である。そのうち従
業員が50人以上の事業所は約1,500社あり，残りは従業
員50人未満の事業所である。
　平成27年12月より50人以上の事業場においてストレス
チェックが義務化され，県内義務対象事業場での実施率
は 9 割弱となり全国と同程度であった4）。医師面接希望
割合は高ストレス者の 5 %未満であった事業場が大半を
占め，他の地域の労働局の調査結果7）と同程度となった。
集団分析の実施率は 7 割を超え，全国や他の地域の調査
結果4），5），7）と比較して高めの結果となった。これらの全
国や他の地域との比較では，本研究の回収率が26.2%と
低く，得られた回答が産業保健活動に比較的積極的に取
り組んでいる事業場に偏った可能性があることを考慮す
る必要がある。またⅠ群で職場環境改善の実施率が高
かったのは，Ⅰ群でこの質問の対象となったのが努力義
表 ４ ．ストレスチェックを実施して感じた効果（複数回答）
事業場数，n（%）
（n=208）
従業員のストレスやメンタルヘルスに関する理解が向上した 85（40.9）
従業員の自己管理意識が向上した 69（33.2）
特に効果は感じない 63（30.3）
高ストレス者に対して実情を考慮した対応をとることができた 17（8.2）
集団分析結果に基づき職場環境の改善ができた 17（8.2）
表 5 ．長時間労働と事業場におけるメンタル不調者発生
時間外・休日労働時間
45時間未満/月 45～100時間/月 100時間/月超または2 ～ 6 か月平均80時間超
p for trend
（n=165） （n=104） （n=76）
メンタルヘルス不調者の発生，n（%） 63（38.2） 43（41.3） 47（61.8）
Crude ORs（95%CI） 1.00 1.14（0.69-1.88） 2.62（1.50-4.59） 0.002
Adjusted ORs（95%CI）* 1.00 1.39（0.78-2.48） 2.35（1.22-4.52） 0.011
*　事業場の規模，業種で補正
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